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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期

第２四半期連結
累計期間

第99期
第２四半期連結
累計期間

第98期
第２四半期連結
会計期間

第99期
第２四半期連結
会計期間

第98期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（百万円） 3,214 3,193 1,664 1,369 6,613

経常損失（△）（百万円） △210 △309 △71 △200 △385

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△120 △325 3 △205 △1,067

純資産額（百万円） － － 1,717 813 942

総資産額（百万円） － － 6,536 5,355 5,744

１株当たり純資産額（円） － － 34.98 13.61 17.67

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期(当期)純損失金額(△)(円)
△2.48 △5.86 0.07 △3.62 △21.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 25.9 14.4 16.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
83 △31 － － △185

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
314 72 － － 363

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△447 59 － － △294

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 674 694 597

従業員数（人） －　 －　 220 226 221

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３．・ 第98期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半　

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　・ 第98期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。　

　　・ 第98期及び第99期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　  　当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

　　ません。また、主要な関係会社の異動については、「３．関係会社の状況」に記載しております。

 

３【関係会社の状況】

　　　当第２四半期連結会計期間において、以下の会社を設立し、新たに提出会社の関係会社となりました。

名称　 住所　 資本金(百万円)　主要な事業の内容　
議決権の所有

割合(％)　
関係内容　

（連結子会社）

セーラーＣモール㈱　
東京都江東区　 35　 文具事業　 100　

電子文具のコンテンツ

開発を行っています。

役員の兼任　　　２名　

 　（注）　１．主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。

　　　　 　２．平成23年４月１日設立であります。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 226 [217]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を[　]外数で記載しておりま

す。

(2）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 222 [215]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）

ロボット機器事業（千円） 332,356 66.0

文具事業（千円） 671,873 89.4

合計（千円） 1,004,229 80.0

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）

ロボット機器事業（千円） － －

文具事業（千円） 333,245 93.3

合計（千円） 333,245 93.3

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

ロボット機器事業 411,214 61.5 445,244 75.3

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．文具事業においては、見込生産を行っております。

(4）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

前年同四半期比（％）

ロボット機器事業（千円） 359,495 68.3

文具事業（千円） 1,009,985 88.8

合計（千円） 1,369,480 82.3

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において販売実績が総販売実績の10％以上となる

相手先はありません。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等新たに

発生した事業等のリスク又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更

はありません。

　なお、当社グループは前々連結会計年度及び前連結会計年度に引き続き、当第２四半期連結累計期間においても

営業損失を計上しております。当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おります。

　

３【経営上の重要な契約等】

　  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　 （1）経営成績の状況

  当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部の業種で企業収益の回復がみられたものの、雇用情

勢や所得環境は依然として厳しい状況が続いております。また、３月11日に発生しました東日本大震災、福島第

一原子力発電所事故の影響により、東日本を中心に経済活動が停滞し、国内景気と個人消費の先行きは不透明

な状況で推移しております。 

　このような状況のもと、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高は13億6千9百万円（前年同期比

17.7％減）となりました。損益に関しましては、製造費用をはじめ販売管理費用等経費の徹底した削減に努め

たものの、営業損失1億8千7百万円、経常損失2億円、四半期純損失2億5百万円となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

（ロボット機器事業）

　中国を中心とした海外受注は順調に推移したものの、震災及び原発事故の影響による電力供給不安を背景と

した国内設備投資見送りの影響を挽回するには至らず、売上高3億5千9百万円、営業損失5千9百万円となりまし

た。

（文具事業）

　個人消費の低迷及び法人需要の減少は引続いており、遺憾ながら売上高は10億9百万円、営業損失は1億2千7百万

円となりました。　

　

（2）財政状態の状況　

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は53億5千5百万円となり、前連結会計年度末と比較して3億8千9

百万円減少しました。これは主として売上債権、投資有価証券の減少によるものであります。

　負債は、短期借入金1億4千8百万円の減少等があり、前連結会計年度末と比較して2億6千万円減少して、45億4

千2百万円になりました。

　純資産は、利益剰余金の減少等により1億2千9百万円減少して、8億1千3百万円になりました。　

　

（3）キャッシュ・フローの状況　 

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結会計期

間末と比較して2千8百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には6億9千4百万円になりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローの増加は5千9百万円（前年同四半期は1百万円の資金減少）となりまし

た。主な増加要因としては売上債権の減少3億6千2百万円、主な減少要因としては仕入債務の減少1億8千7百万

円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローの減少は3千万円（前年同四半期は1億6千6百万円の資金増加）となりま

した。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出2千4百万円と無形固定資産の取得による支出7百万円で

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローの減少は1百万円（前年同四半期は1億8千4百万円の資金減少）となりまし

た。主な減少要因は、リース債務の返済による支出0百万円であります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

　（5）研究開発活動
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　　　　　当第２四半期連結会計期間における研究開発活動としては、

　　　　　①ロボット機器部門のＲＺ－Ｘシリーズの開発

　　　　　②文具部門の有名ブランドとのコラボレーションによる商品開発

　　　　なお当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は2千1百万円であります。

　（6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　　①資金調達の方法

　　　　当社グループの運転資金につきましては「営業活動によるキャッシュ・フロー」を原資として、必要な場合

　　　は金融機関からの短期的な借入れを行い調達することとしております。

　　　②流動性について

　　　　当第２四半期連結会計期間末において、現金及び預金が6億9千9百万円あり、手許流動性は十分と考えてお

　　　ります。

　

　（7）継続企業の前提に関する重要事象等を解消又は改善するための対応策

　当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日） 

　当社グループは、前々連結会計年度及び前連結会計年度に引き続き、当第２四半期連結累計期間においても営

業損失を計上しております。当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おります。 

　当社は当該状況を解消・改善すべく以下のとおり「中期経営計画」（平成23年から平成25年まで）を策定及

び実施し、早期の黒字化を目指しております。
　
中期経営計画の概要及び実施状況

[文具事業部]

(1)　営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増

①関西圏・九州圏で開業いたしました大型百貨店、大型専門店に高級品、ブランド品等の戦略的な当社商品群

の投入を進めております。

②当連結会計年度は当社の創業100周年となる記念の年であり、これを記念した有田焼万年筆セット、島桑万年

筆、クリアキャンディ万年筆等の商品を本年５月から販売いたしました。

③有名ブランドとの共同企画・開発を進め、蒔絵や琥珀を軸材・部材に使用した万年筆・ボールペンを本年５

月から順次販売開始しました。

④ゲルインクボールペン、多色ボールペン等の低価格帯量産型ボールペンの商品開発を進めております。

⑤ＤＡＫＳ、マンハッタナーズ等の有名ブランド新商品を販売開始しました。

(2)　文具事業におけるコスト削減を徹底し、赤字脱却を実現　

　業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造費等のコストの削減を推進しております。

(3)　文具事業の海外市場の深耕　

　北米市場では新代理店を活用し、アメリカ、カナダ全土での販売本格化に着手しました。中国においては、中国

本土での実績のある新代理店を活用し,百貨店等にセーラーショップ開設を順次進めております。当社貿易部

門を強化し、ヨーロッパ、アジア圏ではスペイン、イギリス、フランス、韓国、台湾などを中心に商品展開を推進

しております。

(4)　文具事業におけるＥコマースの強化　

　当社ホームページ内に設けたセーラーショップが好調に推移しており、リスティング広告及び取扱商品数の

増加等により、Ｅコマースをさらに充実してまいります。　　
　
[ロボット機器事業部]

(1)　ロボット事業の中国展開の強化として、中国上海市にある子会社「写楽精密機械有限公司」において、計画

見直しにより一部遅延が生じておりますが、本年９月から部品の現地調達による取出機の本格生産を開始しま

す。またアフターサービス拠点を充実させ、顧客サービス体制の構築を図ります。

(2)　国内営業の担当者を増員し、既存顧客を対象に深耕策を実施しております。
　
[両事業部]

　文具・ロボット両分野での新規事業の立ち上げ　

(1)　文具事業部において、「音声ペン」に続く新たな電子文具（タッチでリモコン、おしゃべり写真サービス　

等）の開発・商品化を進めております。

(2)　ロボット機器事業部において、ガラス基盤の物理特性を活かした超高音質半永久保存可能なガラスディス

クのＣＤを本年５月に販売しております。

　

　しかしながら、当該計画の実現の成否は、文具事業及びロボット機器事業における他社製品との競合、市況及び

需要動向等の影響下による成果であるため、また材料・部品等の調達環境の困難化予想や国内景気・個人消費・
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企業の設備投資の停滞等、東日本大震災や原発事故の影響による不透明性も加わり、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

　当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況を可能な限り早期に払拭

すべく全社をあげて経営努力を実行してまいります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第２四半期連結会計期間において主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。　　

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名　

内容

普通株式 56,836,587 57,336,587
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数　

1,000株

計 56,836,587 57,336,587 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。　

（２）【新株予約権等の状況】

　　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成22年11月８日取締役会決議（第１回新株予約権）

　
　第２四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）　

　新株予約権の数(個) 353　

　新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

　新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,530,000　

　新株予約権の行使時の払込金額(円) 42

　新株予約権の行使期間
　平成22年11月26日～
平成25年11月25日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格  　42
資本組入額　21　　

　新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない

　自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件  (注)３

　新株予約権の譲渡に関する事項  (注)４

　代用払込みに関する事項 －

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  (注)５

　(注)１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

　　　　１円未満の端数は四捨五入するものとする。

　　　　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
１

　分割又は併合の比率

　　２．下記(注)３．に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合、当社が取得する本新株予約権

については、取得日の前日までとする。
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　　３．本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が20取引日連続して、

当該取引日に適用のある行使価額の180％を超え、かつ、当該取引日以前20連続取引日の金融商品取引所に

おける当社普通株式の普通取引の売買代金の累計が、100,000,000円を超えた場合において、当社取締役会

が取得する日（以下、「取得日」という。）を定めた場合、当社は、当該取得日の２週間前までに本新株予約

権者に対する通知又は公告を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個につき5,720円で、当

該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。なお、本新株予約権の一部の取

得をする場合には、抽選その他の合理的な方法として当社取締役会が決定する方法により行うものとする。

　　４．本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

　　５．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下、

総称して「組織再編成行為」という。）をする場合、当該組織再編成行為の効力発生の時点において残存す

る本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を有する本新株予約権者に対し、会社法第236条第１

項第８号のイないしホに掲げる株式会社（以下、総称して「再編成対象会社」という。）の新株予約権を、

次の条件にて交付するものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものとする。ただし、次

の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画が、当社株主総会において承認された場合に限るもの

とする。

　　　(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付する。

　　　(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　　　　再編成対象会社の普通株式とする。

　　　(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　　　　組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下「承継後

株式数」という。）とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　　　(4) 新株予約権を行使することのできる期間

　　　　　　「新株予約権の行使期間」欄に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力が生ずる日のいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」欄に定める本新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。　　　

　　　(5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　　「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。　

　　　(6) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　「新株予約権の行使時の払込金額」欄第１項「本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」に準

じて決定する。

　　　(7) その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得の事由及び取得条件

　　　　　　「新株予約権の行使の条件」欄、「自己新株予約権所得の事由及び取得の条件」欄及び「新株予約権の譲渡

に関する事項」欄に準じて決定する。

　

　②平成23年２月23日取締役会決議（第２回新株予約権）

　
　第２四半期会計期間末現在
（平成23年６月30日）　

　新株予約権の数(個) 863　

　新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

　新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

　新株予約権の目的となる株式の数(株) 8,630,000　

　新株予約権の行使時の払込金額(円) 58

　新株予約権の行使期間
　平成23年３月15日～
平成26年３月14日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)

発行価格  　58
資本組入額　29　　

　新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない

　自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件  (注)３

　新株予約権の譲渡に関する事項  (注)４

　代用払込みに関する事項 －

　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  (注)５
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　(注)１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

　　　　１円未満の端数は四捨五入するものとする。

　　　　調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
１

　分割又は併合の比率

　　２．下記(注)３．に従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合、当社が取得する本新株予約権

については、取得日の前日までとする。

　　３．本新株予約権の割当日以降、金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が20取引日連続して、

当該取引日に適用のある行使価額の180％を超えた場合において、当社取締役会が取得する日（以下「取得

日」という。）を定めた場合、当社は、当該取得日の２週間前までに本新株予約権者に対する通知又は公告

を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１個につき9,080円で、当該取得日に残存する本新株

予約権の全部又は一部を取得することができる。なお、本新株予約権の一部の取得をする場合には、抽選そ

の他の合理的な方法として当社取締役会が決定する方法により行うものとする。

　　４．本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

　　５．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以下、

総称して「組織再編成行為」という。）をする場合、当該組織再編成行為の効力発生の時点において残存す

る本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を有する本新株予約権者に対し、会社法第236条第１

項第８号のイないしホに掲げる株式会社（以下、総称して「再編成対象会社」という。）の新株予約権を、

次の条件にて交付するものとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅するものとする。ただし、次

の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を定めた吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画が、当社株主総会において承認された場合に限るもの

とする。

　　　(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　　　　残存新株予約権の新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付する。

　　　(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　　　　再編成対象会社の普通株式とする。

　　　(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　　　　組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下「承継後

株式数」という。）とする。ただし、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　　　(4) 新株予約権を行使することのできる期間

　　　　　　「新株予約権の行使期間」欄に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行

為の効力が生ずる日のいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」欄に定める本新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。　　　

　　　(5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　　「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定する。　

　　　(6) 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　「新株予約権の行使時の払込金額」欄第１項「本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」に準

じて決定する。

　　　(7) その他の新株予約権の行使条件、新株予約権の取得の事由及び取得条件

　　　　　　「新株予約権の行使の条件」欄、「自己新株予約権所得の事由及び取得の条件」欄及び「新株予約権の譲渡

に関する事項」欄に準じて決定する。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

    該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

  平成23年４月１日～

平成23年６月30日　
－ 56,836,587 － 2,272,725 － 272,725

　   注）　平成23年７月１日から平成23年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が500千株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ10,643千円増加しております。　
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（６）【大株主の状況】

 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

DAIWA CM SINGAPORE LTD - 
NOMINEE KO HONG MYONG
（常任代理人　大和証券キャピタ　
ル・マーケッツ株式会社)　

6 SHENTON WAY #26-08 DBS BUILDING 
TOWER TWO SINGAPORE 068809 
（東京都千代田区丸の内一丁目9番1号）
　

3,014 5.30

セーラー万年筆取引先持株会 東京都江東区毛利二丁目10番18号 1,488 2.61

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目2番1号 1,374 2.41

第一生命保険株式会社　 東京都千代田区有楽町一丁目13番1号 1,217 2.14

早川　秀樹 愛知県清須市 1,048 1.84

三共生興株式会社 大阪市中央区安土町二丁目5番6号 600 1.05

石亀　啓道 静岡市葵区 600 1.05

セーラー万年筆従業員持株会 東京都江東区毛利二丁目10番18号 540 0.95

篠田　耕作 東京都青梅市 534 0.94

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 504 0.88

計 － 10,920 19.21

　

（７）【議決権の状況】
　
①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　113,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式　 56,317,000 56,317 　－

単元未満株式
普通株式

             406,587 
－

１単元(1,000株)未満の

株式

発行済株式総数 56,836,587 － －

総株主の議決権 － 56,317 －

　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

セーラー万年筆株式会

社

東京都江東区毛利二丁目

10番18号　
113,000 － 113,000 0.20

計 － 113,000 － 113,000 0.20
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 59 63 59 51 50 47

最低（円） 49 49 30 45 44 43

　（注）　株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人日本

橋事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 699,157 602,181

受取手形及び売掛金 1,280,449 ※2
 1,618,977

商品及び製品 940,528 924,783

仕掛品 121,386 133,195

原材料及び貯蔵品 628,945 607,716

その他 106,296 187,607

貸倒引当金 △65,429 △66,099

流動資産合計 3,711,334 4,008,362

固定資産

有形固定資産

土地 953,233 953,233

その他（純額） ※1
 201,578

※1
 166,952

有形固定資産合計 1,154,811 1,120,186

無形固定資産 10,596 5,026

投資その他の資産

投資有価証券 322,277 453,980

その他 229,893 230,803

貸倒引当金 △73,471 △73,738

投資その他の資産合計 478,699 611,045

固定資産合計 1,644,106 1,736,258

資産合計 5,355,440 5,744,621

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,045,257 ※2
 1,119,195

短期借入金 2,025,540 2,173,540

1年内返済予定の長期借入金 50,200 50,200

リース債務 3,854 3,854

未払法人税等 12,159 24,741

賞与引当金 254 318

その他 193,981 235,786

流動負債合計 3,331,246 3,607,637

固定負債

リース債務 9,117 11,045

繰延税金負債 9,378 17,211

再評価に係る繰延税金負債 351,357 351,357

退職給付引当金 814,608 815,162

資産除去債務 26,606 －

固定負債合計 1,211,068 1,194,776

負債合計 4,542,315 4,802,414
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,272,725 2,170,552

資本剰余金 641,420 539,247

利益剰余金 △2,680,697 △2,355,113

自己株式 △19,747 △19,694

株主資本合計 213,699 334,990

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 54,532 78,514

土地再評価差額金 512,140 512,140

為替換算調整勘定 △8,217 △7,960

評価・換算差額等合計 558,455 582,695

新株予約権 9,855 4,764

少数株主持分 31,114 19,756

純資産合計 813,125 942,207

負債純資産合計 5,355,440 5,744,621
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 3,214,209 3,193,058

売上原価 2,415,040 2,435,672

売上総利益 799,168 757,385

販売費及び一般管理費 ※1
 971,906

※1
 1,021,272

営業損失（△） △172,737 △263,886

営業外収益

受取利息 217 207

受取配当金 6,660 2,001

持分法による投資利益 9,175 13,262

その他 3,663 3,072

営業外収益合計 19,716 18,544

営業外費用

支払利息 38,278 39,535

為替差損 7,118 2,753

株式交付費 － 11,462

支払手数料 － 7,597

その他 12,517 2,970

営業外費用合計 57,913 64,318

経常損失（△） △210,935 △309,660

特別利益

投資有価証券売却益 12,599 33,414

投資有価証券割当益 88,620 －

受取保険金 10,844 －

貸倒引当金戻入額 － 1,106

特別利益合計 112,063 34,520

特別損失

固定資産除売却損 6,486 577

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26,606

災害による損失 － 2,263

特別損失合計 6,486 29,447

税金等調整前四半期純損失（△） △105,358 △304,587

法人税、住民税及び事業税 9,428 9,428

法人税等合計 9,428 9,428

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △314,015

少数株主利益 5,388 11,568

四半期純損失（△） △120,174 △325,583
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 1,664,349 1,369,480

売上原価 1,227,799 1,061,230

売上総利益 436,549 308,250

販売費及び一般管理費 ※1
 479,882

※1
 495,327

営業損失（△） △43,332 △187,077

営業外収益

受取利息 99 140

受取配当金 6,635 2,001

持分法による投資利益 1,425 2,104

その他 268 2,278

営業外収益合計 8,429 6,525

営業外費用

支払利息 16,913 15,790

為替差損 8,475 △1,529

支払手数料 9,320 －

その他 1,398 6,033

営業外費用合計 36,107 20,294

経常損失（△） △71,010 △200,846

特別利益

投資有価証券売却益 1,059 －

投資有価証券割当益 88,620 －

貸倒引当金戻入額 － 1,106

特別利益合計 89,679 1,106

特別損失

固定資産除売却損 942 577

災害による損失 － 2,263

特別損失合計 942 2,841

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

17,726 △202,581

法人税、住民税及び事業税 4,714 3,350

法人税等合計 4,714 3,350

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △205,931

少数株主利益又は少数株主損失（△） 9,472 △437

四半期純利益又は四半期純損失（△） 3,539 △205,493
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △105,358 △304,587

減価償却費 75,458 32,320

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 26,606

固定資産除売却損益（△は益） 6,486 577

投資有価証券割当益 △88,620 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 880 △937

受取保険金 △10,844 －

受取利息及び受取配当金 △6,877 △2,209

支払利息 38,278 39,535

持分法による投資損益（△は益） △9,175 △13,262

投資有価証券売却損益（△は益） △12,599 △33,414

売上債権の増減額（△は増加） 265,724 338,759

たな卸資産の増減額（△は増加） △58,323 △27,321

仕入債務の増減額（△は減少） 58,778 △70,949

その他 △31,385 33,896

小計 122,423 19,013

利息及び配当金の受取額 6,877 2,209

利息の支払額 △36,959 △33,565

法人税等の支払額 △19,897 △19,267

保険金の受取額 10,844 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 83,288 △31,610

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,000 △5,000

定期預金の払戻による収入 5,000 5,000

有形固定資産の取得による支出 △50,564 △67,203

有形固定資産の売却による収入 105,000 －

無形固定資産の取得による支出 － △7,490

投資有価証券の売却による収入 248,587 148,098

貸付けによる支出 △700 △2,600

貸付金の回収による収入 1,707 1,847

その他 10,027 251

投資活動によるキャッシュ・フロー 314,057 72,903

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 217,100 △148,000

長期借入金の返済による支出 △308,300 －

社債の償還による支出 △355,000 －

株式の発行による収入 － 201,600

新株予約権の発行による収入 － 7,836

その他 △1,672 △1,980

財務活動によるキャッシュ・フロー △447,872 59,455

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,316 △3,773

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △58,843 96,975

現金及び現金同等物の期首残高 733,122 597,181

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 674,279

※1
 694,157
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【継続企業の前提に関する事項】

　　　　当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日） 

  当社グループは、前々連結会計年度及び前連結会計年度に引き続き、当第２四半期連結累計期間においても営

業損失を計上しております。当該状況により継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在してお

ります。 

　当社は当該状況を解消・改善すべく以下のとおり「中期経営計画」（平成23年から平成25年まで）を策定及び

実施し、早期の黒字化を目指しております。

 

中期経営計画の概要及び実施状況

[文具事業部]

(1)　営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増

①関西圏・九州圏で開業いたしました大型百貨店、大型専門店に高級品、ブランド品等の戦略的な当社商品群

の投入を進めております。

②当連結会計年度は当社の創業100周年となる記念の年であり、これを記念した有田焼万年筆セット、島桑万年

筆、クリアキャンディ万年筆等の商品を本年５月から販売いたしました。

③有名ブランドとの共同企画・開発を進め、蒔絵や琥珀を軸材・部材に使用した万年筆・ボールペンを本年５

月から順次販売開始しました。

④ゲルインクボールペン、多色ボールペン等の低価格帯量産型ボールペンの商品開発を進めております。

⑤ＤＡＫＳ、マンハッタナーズ等の有名ブランド新商品を販売開始しました。

(2)　文具事業におけるコスト削減を徹底し、赤字脱却を実現　

　業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造費等のコストの削減を推進しております。

(3)　文具事業の海外市場の深耕　

　北米市場では新代理店を活用し、アメリカ、カナダ全土での販売本格化に着手しました。中国においては、中国

本土での実績のある新代理店を活用し,百貨店等にセーラーショップ開設を順次進めております。当社貿易部

門を強化し、ヨーロッパ、アジア圏ではスペイン、イギリス、フランス、韓国、台湾などを中心に商品展開を推進

しております。

(4)　文具事業におけるＥコマースの強化　

　当社ホームページ内に設けたセーラーショップが好調に推移しており、リスティング広告及び取扱商品数の

増加等により、Ｅコマースをさらに充実してまいります。　　

　

[ロボット機器事業部]

(1)　ロボット事業の中国展開の強化として、中国上海市にある子会社「写楽精密機械有限公司」において、計画

見直しにより一部遅延が生じておりますが、本年10月から部品の現地調達による取出機の本格生産を開始しま

す。またアフターサービス拠点を充実させ、顧客サービス体制の構築を図ります。

(2)　国内営業の担当者を増員し、既存顧客を対象に深耕策を実施しております。

　

[両事業部]

　文具・ロボット両分野での新規事業の立ち上げ　

(1)　文具事業部において、「音声ペン」に続く新たな電子文具（タッチでリモコン、おしゃべり写真サービス　

等）の開発・商品化を進めております。

(2)　ロボット機器事業部において、ガラス基盤の物理特性を活かした超高音質半永久保存可能なガラスディス

クのＣＤを本年５月に販売しております。

　

　しかしながら、当該計画の実現の成否は、文具事業及びロボット機器事業における他社製品との競合、市況及び

需要動向等の影響下による成果であるため、また材料・部品等の調達環境の困難化予想や国内景気・個人消費・

企業の設備投資の停滞等、東日本大震災や原発事故の影響による不透明性も加わり、現時点では継続企業の前提

に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年１月１日

至　平成23年６月30日）
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１．連結の範囲に関する事項の変更　

　

　

　

　

(1) 連結の範囲の変更　

　当第２四半期連結会計期間より、新たに子会社として設立したセーラー

Ｃモール株式会社を連結の範囲に含めております。　　

(2) 変更後の連結子会社の数　

　　２社

２．会計処理基準に関する事項の変更

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(1) 資産除去債務に関する会計基準の適用

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

　これにより、営業損失及び経常損失に与える影響はなく、税金等調整前

四半期純損失は、26,606千円増加しております。また、当会計基準等の適

用開始による資産除去債務の変動額は26,606千円であります。

(2) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会

計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10

日）を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

(3) 在外子会社等の収益及び費用の換算基準の変更

　在外子会社等の収益及び費用の換算基準については、前連結会計年度の

第４四半期連結累計期間より、決算時の為替相場により円貨に換算する

方法から、期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更したため、

前第２四半期連結累計期間と当第２四半期連結累計期間で、在外子会社

等の損益の換算方法が異なっております。

　なお、前第２四半期連結累計期間に変更後の換算方法を適用した場合、

経常損失および税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微でありま

す。

　また、セグメント情報に与える影響も軽微であります。　

　　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成23年１月１日

至　平成23年６月30日）

 四半期連結損益計算書関係

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

  

当第２四半期連結会計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日）

 四半期連結損益計算書関係

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。　

２．たな卸資産の評価方法　 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 455,483千円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 440,935千円

　　　　　　　　　　＿＿＿

　

　

　

　

　　

※２．期末日満期手形の処理について

　期末日は金融機関の休日でありますが、下記期末日

満期手形は満期日に入・出金があったものとして処

理しております。　

　　　　受取手形 25,197千円

　　　　支払手形 252,020　

３．受取手形割引高 154,195千円 ３．受取手形割引高 208,981千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

広告宣伝費 60,788千円
運賃荷造費 78,931 
従業員給与・手当 365,295 
賞与引当金繰入額 1,701　
減価償却費 10,343 
旅費交通費 74,184 

広告宣伝費 90,656千円
運賃荷造費 85,736 
従業員給与・手当 357,692 
減価償却費 4,785 
旅費交通費 72,815 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

※１．販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。

広告宣伝費 27,661千円
運賃荷造費 41,423 
従業員給与・手当 182,731 
賞与引当金繰入額 1,701　
減価償却費 2,676 
旅費交通費 35,519 

広告宣伝費 41,357千円
運賃荷造費 39,969 
従業員給与・手当 180,130 
減価償却費 4,472 
旅費交通費 32,930 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

　現金及び預金勘定 679,279千円

　預入期間が３ヶ月超の定期預金等 △5,000 

　現金及び現金同等物 674,279 

 

　現金及び預金勘定 699,157千円

　預入期間が３ヶ月超の定期預金等 △5,000 

　現金及び現金同等物 694,157 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　56,836,587株
 
２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式             113,944株
 
３．新株予約権等の四半期連結会計期間末残高等

区分 新株予約権の内訳 目的となる株式の種類
　目的となる株式の数

（株）　

当第２四半期連結

会計期間末残高(千円)　

　 提出会社
第１回新株予約権 普通株式　 3,530,000 2,019　

第２回新株予約権 普通株式　 8,630,000　 7,836　

 　連結子会社 － －　 －　 －　

合計　 12,160,000　 9,855　

 
４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
 
５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　当第２四半期連結会計期間末における株主資本は、前連結会計年度末と比較して121,291千円減少しており

ますが、主な事由として第１回新株予約権行使による資本金102,172千円及び資本剰余金102,172千円の増加、

四半期純損失計上による利益剰余金325,583千円の減少によるものであります。

　

（リース取引関係）

　　　該当事項はありません。
 
（有価証券関係）

　　　該当事項はありません。
 
（デリバティブ取引関係）

　　　該当事項はありません。
 
（ストック・オプション等関係）

　　　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

 
ロボット機器
（千円）

文具
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売　上　高                     

(1)外部顧客に対する売上高 526,3851,137,9631,664,349 － 1,664,349

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 526,3851,137,9631,664,349 － 1,664,349

営業利益又は営業損失(△) 35,263 △78,596 △43,332 － △43,332

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

 
ロボット機器
（千円）

文具
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売　上　高                     

(1)外部顧客に対する売上高 929,9372,284,2713,214,209 － 3,214,209

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 929,9372,284,2713,214,209 － 3,214,209

営業利益又は営業損失(△) 6,957 △179,695△172,737 － △172,737

　（注）１．事業区分の方法

事業は製品の種類・性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

ロボット機器　　　射出成形品自動取出装置、自動組立装置、自動ストック装置等

文具　　　　　　　万年筆、ボールペン、シャープペンシル、マーキングペン、加圧式塗布具、インキ、レフィール、景

品払出機、印刷関連用品、他社製筆記具、日用雑貨品等

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売　上　高                         
(1)外部顧客に対する売上高 1,493,169139,39731,7821,664,349 － 1,664,349
(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 1,493,169139,39731,7821,664,349 － 1,664,349
営業利益又は営業損失(△) △66,509 21,001 2,174△43,332 － △43,332

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売　上　高                         
(1)外部顧客に対する売上高 2,981,537170,43462,2363,214,209 － 3,214,209
(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 2,981,537170,43462,2363,214,209 － 3,214,209
営業利益又は営業損失(△) △188,20811,877 3,592△172,737 － △172,737

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．日本以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北米………………米国

　(2）欧州………………イギリス
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

 アジア 欧州 北米 その他 計
Ⅰ　海外売上高（千円） 121,52624,305127,083 767 273,683
Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 1,664,349
Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 7.3 1.5 7.6 0.0 16.4

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

 アジア 欧州 北米 その他 計
Ⅰ　海外売上高（千円） 198,43439,651163,4511,812403,349
Ⅱ　連結売上高（千円） － － － － 3,214,209
Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 6.2 1.2 5.1 0.1 12.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1）アジア…………台湾、韓国、タイ他

(2）欧州……………イギリス、フランス、スペイン、イタリア他

(3）北米……………米国、カナダ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社グループは、ロボットマシン及び文具の製造販売を主たる事業内容としております。従って、当社は事業部

を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており「ロボット機器事業部」及び「文具事業部」

の２つを報告セグメントとしております。 

　「ロボット機器事業」では、射出成型品自動取出装置、自動組立装置、自動ストック装置等を製造販売しており

ます。

　「文具事業」では、万年筆、ボールペン、シャープペンシル、マーキングペン、インキ、電子文具、景品払出機、印刷

関連用品、他社製筆記具、日用雑貨品等を製造販売しております。　

　　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日　至平成23年６月30日）
（単位：千円）　

 
報告セグメント　

調整額　
四半期連結損益
計算書計上額
（注）　

ロボット機器事業
　

文具事業　 計　

売　上　高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高 1,107,0502,086,0083,193,058 － 3,193,058

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 1,107,0502,086,0083,193,058 － 3,193,058

セグメント損失(△) △25,549△238,337△263,886 － 　 △263,886

　
　当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

（単位：千円）　

 
報告セグメント　

調整額　
四半期連結損益
計算書計上額
（注）　

ロボット機器事業
　

文具事業　 計　

売　上　高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客への売上高 359,4951,009,9851,369,480 － 1,369,480

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 359,4951,009,9851,369,480 － 1,369,480

セグメント損失(△) △59,907△127,169△187,077 － 　 △187,077

（注）セグメント損失は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。　

　

（１株当たり情報）

 １．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 13.61円 １株当たり純資産額 17.67円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △2.48円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。　

１株当たり四半期純損失金額(△) △5.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

　　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

四半期純損失(△)（千円） △120,174 △325,583

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △120,174 △325,583

期中平均株式数（株） 48,401,845 55,523,262

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0.07円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

    

１株当たり四半期純損失金額(△) △3.62円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。　

　

　　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） 3,539 △205,493

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
3,539 △205,493

期中平均株式数（株） 48,401,363 56,722,914
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（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。　

２【その他】

（1） 決算日後の状況

　　　　　特記事項はありません。

（2） 訴訟

　当社は、平成23年６月９日付で有限会社タカヒデより損害賠償請求訴訟の提起を受けております。

　当該訴訟は、当社大阪支店土地建物売買契約不履行に基づく契約解除及び損害賠償請求(総額29,000千円)を

内容とするものであり、大阪地方裁判所において、現在係争中であります。

　当社としては、正当な理由のない請求と考えており、全面的に否認すると共に、当社の正当な論拠を主張し、

訴えが取り下げられるか、または勝訴するものと判断しております。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月11日

セーラー万年筆株式会社

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森岡　健二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 遠藤　洋一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 千保　有之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセーラー万年筆株式

会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セーラー万年筆株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々連結会計年度２億８千４百万円、前連結会計年度４億

２千１百万円、また当第２四半期連結累計期間１億７千２百万円の営業損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については、当該注記に記載されている。

　四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に

反映されていない。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月10日

セーラー万年筆株式会社

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森岡　健二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 遠藤　洋一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 千保　有之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセーラー万年筆株式

会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セーラー万年筆株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々連結会計年度及び前連結会計年度に引き続き、当第２

四半期連結累計期間においても営業損失を計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ており、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。

　なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については、当該注記に記載されている。

　四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に

反映されていない。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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